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はじめに
我が国企業の海外進出は急速に展開されており, 経営戦略を考慮する上で国際的な視点








し, 企業の成長を促すことで, 我が国経済の回復が強く求められている｡ 世界的規模で活
動を行う我が国企業において, 法人税をはじめとする税法の影響は大きく, 企業の経済活
動の判断材料の要素ともなっている｡
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 阿部勇 『経済学全集第53巻日本財政論 (租税篇)』 改造社, 昭和７年, 190頁
 大内兵衛・土屋喬雄編 『明治前期財政経済史資料集 第一巻』 改造社, 昭和６年, 410頁
 阿部勇, 前掲, 191頁












ドイツ, フランスをはじめ, 諸外国では企業の国際競争力確保の観点から, 表１のよう
に法人税の実効税率引き下げを実施している｡
また, 現行の我が国法人税率30％は, 昭和59年の43.3％から比較すると10％も引下げら
れたが, 我が国財務省による実効税率の諸外国との比較では (図５), 依然として高い水
準であることが示されている｡
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しかし, 同時に, 我が国では経済対策として租税政策が採られた結果, ジニ係数による
所得格差は, 平成14年の所得再分配調査では格差が社会の歪みとして許しがたい0.5に近








ドイツ 48.55％ (2000年) →29.83％ (2008年)
フランス 36.67％ (2000年) →33.33％ (2006年)
カナダ 44.6％ (2000年) → 36.1％ (2005年)
韓国 30.8％ (2000年) → 27.5％ (2005年)
オランダ 34.5％ → 31.5％ (2005年)
フィンランド 29.0％ → 26.0％ (2005年)
オーストリア 34.0％ → 25.0％ (2005年)
(注) 山本守之 『税制改正の動き・焦点, 平成19年度対応版』 税務経理協会,
平成20年, ２頁の資料のうち, ドイツの2008年における法人税の実効税





























① ② ③ ④ ※１ ※２ ※３
％ ％ ％
平成５年 0.4394 0.3887 0.3693 0.3645 17.0％ 12.7％ 5.0％
平成８年 0.4412 0.3798 0.3660 0.3606 18.3％ 15.2％ 3.6％
平成11年 0.4720 0.4001 0.3884 0.3814 19.2％ 16.8％ 2.9％
平成14年 0.4983 0.3989 0.3854 0.3812 23.5％ 20.8％ 3.4％




注：平成11年以前の現物給付は医療のみであり, 平成14年以降については医療, 介護, 保育である｡














































































１. 上記の実効税率は, 法人所得に対する租税負担の一部が損金算入されることを調整した上で, それぞれの税率を合計した
ものである｡
２. 日本の法人事業税については, 外形標準課税の対象となる資本金１億円超の法人に適用される税率を用いている｡ なお,
このほか, 付加価値割及び資本割が課される｡
３. アメリカでは, 州税に加えて, 一部の市で市法人税が課される場合があり, 例えばニューヨーク市では連邦税・州税 (7.1
％, 付加税 [税額の17％])・市税 (8.85％) を合わせた実効税率は45.67％となる｡ また, 一部の州では, 法人所得課税が
課されない場合もあり, 例えばネバダ州では実効税率は連邦法人税率の35％となる｡
４. フランスでは, 別途法人利益社会税 (法人税額の3.3％) が課され, 法人利益社会税を含めた実効税率は34.43％となる
(ただし, 法人利益社会税の算定においては, 法人税額から76.3万ユーロの控除が行われるが, 前記実効税率の計算にあ
たり当該控除は勘案されていない)｡ なお, 法人所得課税のほか, 法人概算課税及び職業税 (地方税) が課される｡
５. ドイツの法人税は連邦と州の共有税 (50：50), 連帯付加税は連邦税である｡ なお, 営業税は市町村税であり, 営業収益
の3.5％に対し, 市町村ごとに異なる賦課率を乗じて税額が算出される｡ 本資料では, 連邦財務省の発表内容に従い, 賦
課率400％ (2007年の全ドイツ平均値) に基づいた場合の計数を表示している｡ なお, 従来, 継続的に比較対照を行って
きたデュッセルドルフ (賦課率445％) では, 法人実効税率は31.40％ (国税15.83％, 地方税15.58％) である｡
６. 韓国の住民税においては, 上記の所得割のほかに資本金額及び従業員数に応じた均等割が課される｡
７. 中国の法人税は中央政府と地方政府の共有税 (原則として60：40) である｡
(出所) 財務省 『法人税など (法人課税) に関する資料 (平成20年10月現在)』 http://www.mof.go.jp/jouhou/syuzei/siryou/
084.htm (平成21年１月５日)
図５ 法人所得課税の実効税率の国際比較
 同上 (政府税制調査会, 平成19年11月)
整合性の確保及び国際競争力の強化の観点から, 社会保険料を含む企業の実質的な負担に
留意しつつ, 課税ベースの拡大とともに, 法人実効税率の引き下げを検討する｡｣(８)と, 課
税ベースの拡大を踏まえ法人実効税率の引き下げを検討することとしている｡

















































 経済財政諮問会議 『持続可能な社会保障構築とその安定財源確保に向けた ｢中期プログラム｣』 平成20年12月
24日閣議決定
























分に22％ (本則30％) の軽減税率が適用されている｡ これまで, この軽減税率の引き下げ
は, 基本税率の引き下げとともに行われてきた｡










 経済産業省 『平成21年度税制改正について』 平成20年12月, 35頁








































内国法人 (国内親会社) の出資比率が25％以上の外国子会社 (株式保有期間：６ヶ月以上)






税率の引き下げしか行われず, 本則には改正は行われていない｡ したがって, 我が国企業
全体における国際競争力を確保し, 経済活性化のためには十分な改正とは言えまい｡
結びにかえて
我が国企業の海外活動は, 2006年で, 海外現地法人の売上高214兆円, 製造業における






とするが, 租税条約で異なる割合 (特例) が定められている場合は, その出資比率を適用す
る｡ 特例は, 例えばアメリカとの間では10％, フランスとの間では15％と定められている｡
【益金不算入範囲】
配当に係る費用として, 内国法人 (国内親会社) が外国子会社からの配当額の５％を相当
する金額として控除する｡ つまり, 外国子会社からの受ける配当の額のうち一律95％が益金






人 (国内親会社) において益金不算入とし, 特定外国子会社で課税することとする｡ ただし,
その子会社 (内国法人 (国内親会社) からは孫会社) からの配当は課税対象外とする｡

































引き下げしか行われず, 本則には改正は行われていない｡ したがって, 我が国企業全体に
おける国際競争力を確保し, 経済活性化のためには十分な改正とは言い難い｡
また, 昨今の経済低迷の影響から, 経済活性化のための税制構築を望む声が強く, 公平
達成のための税制の在り方に対する検討は弱くなっているが, 公平という観点も忘れては

























また, 昨今の経済低迷の影響から, 経済活性化のための税制構築を望む声が強く, 格差
問題という公平達成のための税制の在り方に対する検討は弱くなっている｡ しかし, 公平
の観点から法人税の在り方を考慮することも忘れてはならない｡ したがって, 我が国企業
の国際競争力を確保することで経済活性化を促し, さらに公平を達成しうる税制の構築に
は, 更なる検討が必要である｡
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